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（１）オフィス町内会  
① 概 要 

「オフィス町内会」の取組みは、平成 3年 8月に東京電力職員の手によってスタートしま

した。当時、古紙相場の低迷と、都市部での渋滞による回収効率の低下に伴うコストの増加、

土地高騰によるストックヤード確保の困難化等により、古紙回収業者が減少し、都市部にお

ける古紙収集が困難な状況となりました。そこで、排出者が相応分の負担をして古紙リサイ

クルを続けていこうという呼掛けに共鳴した 30 社 38 事業所の協力のもとで取組みが始めら

れました。また、平成 3年 4月から 3ヶ月延べ 700 ヶ所にわたる古紙共同回収の試験を実施

して、回収にかかる実費を把握しました。事務局は東京電力の関連企業である東電環境エン

ジニアリング株式会社におき、その職員によって事務局運営を行っています。 

このシステムの特徴は、事務局を通じて回収業者と排出事業者（会員企業）が連携するこ

とにより、お互いの経費削減を図るとともに紙ごみのリサイクル率を向上させるものです。

具体的には、事務局が紙ごみの回収を希望する会員企業を募集し、各回収業者に効率的に回

収を振り分けることにより、収集運搬コストを抑えることができます。また、排出方法の統

一を図り、事務局が会員企業に分別の徹底指導を行うことで、高品質の古紙を回収すること

ができ、製紙工場に高い値段で売却できます。このように収集コストを抑え、高い値段で古

紙を販売することで紙ごみの回収料金を自治体のごみ処理料金よりも安価に設定することが

でき、会員企業の参加の促進を図ります。 

また、製紙工場と協働して自ら排出した紙ごみからできた古紙製品をブランド化し、販売・

利用することで分別に対する意識の向上や紙資源の循環を図っています。 
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（２）ちよだ・ちゅうおう・みなとエコ・オフィス町内会  
① 概 要 

前述の「オフィス町内会」（p42）では、行政区と連携した取組みも行っています。 

東京都内では、廃棄物の排出に係る立ち入り指導の対象外である小規模なオフィスビルか

ら排出される紙ごみを、いかにリサイクルするかが、23 区の共通した課題となっています。

千代田区では行政施策としてオフィス町内会の方式の導入を決定し、小規模事業者を対象に

平成 7年 10 月から「ちよだエコ・オフィス町内会」を実施しています。また、この動きを受

けて中央区が平成 8年 6月に「ちゅうおうエコ・オフィス町内会」を、港区が平成 9年 4月

に「みなとエコ・オフィス町内会」をそれぞれ設立しました。 

これらのエコ・オフィス町内会の事務局は、前項の「オフィス町内会」の事務局に含まれ

ますが、回収はそれぞれの自治体から貸与される専用のキャスター付ボックスを利用してい

ます。ボックスでの分別回収を行うことによって、ひも等で古紙を縛る必要がなく、また、

余計なごみの発生を抑えることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

引用：「エコ・オフィス町内会」パンフレット 

 

 

 

 

古紙回収用の専用ボックス。 

キャスター付きで移動に便利であり、ボックス

回収により、古紙をひも等で縛る手間が省ける

古紙製品の普及や分別回収の意識向上を

図るため、オフィス町内会がブランド化し

たハッピマークの古紙製品を販売してい

る。 
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③ 今後の展開及び問題点 

今後の課題は、事業者に対し情報をいかにして伝えていくかということです。また、情報

を伝えるだけでなく、具体的な環境活動ができる『企業志民』をいかに増やしていくかとい

うことです。 

名古屋市は、平成 16 年 4 月から、事業系ごみの収集委託費の上限を値上げし、これまで行

ってきた行政収集を中止しました。その結果、資源化可能な紙ごみを分別するとコスト削減

につながり、リサイクルへのインセンティブが働きやすい状況になりました。 

今回の事業系ごみ排出ルールの変更により、名古屋市における事業系ごみの減量及び資源

化は促進されると予想します。 

オフィスリサイクルネットワークは、オフィス古紙のリサイクルシステムを通じて、この

地域の企業・行政とのパートナーシップで「循環型社会」の実現を目指します。 



第３章 紙ごみに係る先進事例 

 49

（５）とやま古紙再生サークル（北陸電力株式会社）  
① 概 要 

平成 5年 4月に富山経済同友会の呼掛けによってスタートしました。事務局は北陸電力株

式会社の立地環境部に置き、その社員によって事務局を運営しています。 

同サークルの事務局は排出方法および回収料金等の統一や、広告活動等を行っていますが、

他のオフィス町内会等とは異なり、加入団体と回収業者の間の調整は行っていません。この

ため、加入団体は同サークルの参加回収業者と単独契約を行い、回収頻度や回収日等は加入

団体と回収業者の間で協議します。 

また、同サークルでは古紙回収の活動に留まらず、地域完結古紙リサイクルシステムを構

築し、製紙会社と連携して、再生紙製品の開発・販売に取り組んでいます。回収古紙を原料

として平成 5年にはトイレットペーパー、平成 6年には段ボールケース、平成 8年には事務

用文具（ファイル、フォルダー等）をブランド化し、現在、会員企業等が購入・使用してい

ます。 

また、機密文書については取扱いに注意が必要であり、他の古紙とともに回収することが

困難であることから、平成 12 年に機密文書リサイクル専門会社「株式会社ジェスコ」を立ち

上げ、安全で効率的な回収を行っています。 

北陸地域では、同サークル以外にも「オフィス・ペーパー・リサイクルかなざわ」「オフィ

ス・ペーパー・リサイクル福井」「ペーパー・リサイクル七尾」を組織して、さらに古紙回収

を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

引用：「とやま古紙再生サークル」パンフレット     
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（６）プロジェクト・アイカ －新聞販売店による古紙回収－ 
① 概 要 

市町村による新聞等の回収頻度は、月１回程度のため、１回の排出量が多くなり、個別保

管の負担もあり、地域住民のニーズに充分対応できていないのが現状です。また、高齢者世

帯が増えていることから、資源ごみを回収拠点まで運ぶことが大きな負担になっています。

こういった状況の下、製紙原料問屋および回収業者で構成する企業グループであるプロジェ

クト・アイカは新聞販売店と連携し、名古屋市を中心に新聞回収を行っています。 

回収の対象は、新聞販売店の顧客とし、新聞販売店では、回収を行う数日前に回収実施日

等の予告チラシを新聞に折り込み、各家庭に配達しています。回収方法は基本的に戸別回収

であり、回収拠点までの運搬が必要でないため、特に高齢者の世帯には好評です。また、戸

別回収の形態をとることで排出者側の分別責任が明確となるため、禁忌品の混入が少ない古

紙を回収することができます。 

同グループは、当初、地域団体と協力して集団資源回収を行い、新聞や段ボール、雑誌、

チラシ等を回収していました。新聞販売店における取組みは、昭和 55 年頃、愛知県知多半島

地域で始まりましたが、あまり広がりはありませんでした。その後、平成 7年に名古屋市内

の約 300 の新聞販売店を対象に意向調査を実施して、新聞回収の要望を聞き取りました。そ

の時点では、１店舗のみの参加で始まりましたが、回収をはじめた近隣の地域や以前の居住

地で新聞回収サービスを受けていた家庭等からの要望で徐々に新聞回収は広まっていきまし

た。現在では名古屋市内を中心に約 60 店舗の新聞店の協力を得て、約 12 万世帯を対象に新

聞の回収を実施しています。 

また、このような取組みは、他の業者でも行われています。 
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（７）ペリコ三重  
① 概 要 

中小企業の技術交流・情報交換の場として昭和 59 年に設立した四日市異業種交流プラザと

三重県再生資源協同組合、再生紙の原料として古紙を安定的に確保したい製紙会社が協力体

制を一元化して、事業所から排出される再生可能な紙ごみの回収・処理を行うため、平成 11

年 10 月にペリコ三重（ペーパーリサイクルコミュニティ三重の略）を設立しました。ペリコ

三重は、地元の古紙回収業者と連携し、主に事業所から排出する機密文書の回収を行ってお

り、企業機密を確実に守りながら製紙会社への搬入を行っています。 

三重県は地理的に細長く、製紙会社がほとんどないことから、製紙会社まで搬送コストの

負担が大きく、そのコスト削減には、合理的な回収が必要になります。また、機密文書の回

収を行うためには、企業機密をいかに守るかが絶対条件となり、これまで主に行われてきた

シュレッダー処理による機密の保持は、紙の繊維を寸断し、再生紙の原料としての利用が制

限される問題がありました。そこで、紙を溶解処理して絞るという発想の下に、異業種交流

プラザの参加企業により、紙の溶解処理および脱水固化を行う機密文書再生処理機が製作さ

れました。これにより、社外に出したくない極機密文書は溶解処理を、一般の機密文書は現

姿のまま回収業者に託すというシステムができました。しかし、当初はシュレッダー処理や

焼却処理が定着していたことから、なかなか機能しませんでした。平成 13 年 4 月に四日市市

が事業系の紙ごみの持ち込み処理を禁止してから、ようやく本システムが機能しはじめまし

た。 

これらのことから、従来から紙ごみの再生へと取り組んできた四日市市内のコンビナート

の企業、病院、大学、港湾企業、異業種交流プラザ参加企業の協力のもと、回収した機密文

書を製紙会社へ搬入するという道筋ができました。 

回収および再生紙化については、リサイクル化証明書を使用して完全にリサイクルされた

先がわかる仕組みになっています。また、４ｔ以上の一括排出については、当日回収、製紙

会社への持ち込みを原則とし、製紙会社からの溶解証明も発行されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

引用：ペリコ三重提供資料  

機密文書の排出専用ボックス 紙ごみのリサイクル化証明書 
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機密文書およびミックスペーパーはそれぞ

れ分けて庁舎内でシュレッダー処理し、運

送しやすいように圧縮処理される。 

回収した紙ごみは再生され、古紙製品とし

て一般市場で販売される。 

庁舎内で使用する紙類のほとんどが古紙製

品である。 
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